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ている有機 JAS認証の認定農家数は、2010年の 3,815戸に対し 2012年 4月時点で 4,009戸
に過ぎず、この間の伸びはわずか 0.5％にとどまっている。同様に有機 JASほ場面積につい
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面積は 8 割以上が環境保全米 C タイプ（特別栽培米）であるが、南方町水稲部会の場合に
は A タイプ（JAS 有機米）が約 3 割、省農薬（除草剤１回散布）が約 6 割であり、同部会
の取組は有機農業への農法転換が進んでいる先進事例として位置づけられる。分析データ















以上から、総合的に得られた結論は以下の 2 点である。第 1 に、環境保全型稲作におけ
る栽培方法は、有機栽培や減農薬・減化学肥料栽培よりも省農薬栽培を推進することが望ま
しい。第 2 に、環境保全米の消費者評価を高めるには、農薬・化学肥料を低減させるととも
に、「CO2 排出量の削減」と「生物多様性保全」の取組をきちんと消費者に伝えることが重
要である。
このように本論文は、単一の事例を対象に生産と消費の両面から環境保全型稲作の経済
的成立条件を解明したオリジナリティの高い研究である。よって審査員一同は、本論文の著
者に対して博士（農学）の学位を授与するに値すると判定した。
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